










教育と事業の拡大に当たった。東亜同文書院は第 20 期（1920 年入学）までは 3 年制、第 21





























どから 3 科目程度が実施されたという（4）。 















第 1 節 徳島県の県費留学生：第 2 期生の募集 
 
 東亜同文書院の出願条件は尋常中学校卒業者またはこれと同資格を有する商業学校卒業





 東亜同文書院の第 1 期生は明治 34 年（1901 年）に入学し、1904 年に卒業した。この第 1
期生卒業生 59 名の出身地は北海道、宮城、秋田、福島、茨城、栃木、長野、新潟、富山、
福井、京都、兵庫、岡山、広島、愛媛、高知、福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、鹿児島の
22 県であり、徳島県は含まれていない。徳島での募集が始まるのは明治 35 年（1902 年）入
学の第 2 期生からである。この第 1 期生が入学した年に院長の根津一は精力的に各地を遊説
し各府県に留学生派遣を呼びかけた。『徳島毎日新聞』明治 34 年（1901 年）10 月 23 日の記
事によれば【史料 1】、10 月 22 日の京都から 12 月初旬の高知まで、約 40 日の間に 21 都市を
巡る旅程である。徳島には京都、大津、奈良、三重、和歌山の次、10 月 29 日に到着予定で
あった（この段階では講演会開催の日程は不明）。 
















 ところが 10 月 29 日、風波による時化のため出航が延期、根津院長はやむなく 30 日午前
5 時の兵庫発の船で徳島に向かった。船は 11 時 20 分に徳島に入港し、一行はいったん中通
町の平亀楼にて小休止した【史料 5】。午後 1 時開始予定の講演は 2 時間遅れ、徳島師範学
校講堂にて 3 時より行われた。列席者は県会議員、実業家、官吏、師範学校教職員ならびに





 この講演の概要は「清国の形勢」と題し『徳島毎日新聞』に 10 月 31 日、11 月 1 日、3 日、
4 日、6 日、7 日、9 日、10 日と 8 回にわたって連載された（【史料 6】は第 1 回目の冒頭部
分。11 月 4 日掲載の第 4 回は徳島県立図書館所蔵分欠号のため未見）。その内容は義和団事
件から説き起こし（第 1 回～第 3 回）、張之洞・劉坤一らの上奏（第 4 回～第 6 回）、光緒新
政の開始（第 7 回）と、1900 年から 01 年にかけての中国情勢を論じている。さらに中国の
政治経済における上海の重要性を述べ、当地に設置された東亜同文書院の概況を説明し（第
7 回～第 8 回）、「兎に角此際日本の官民は一致して支那の開発改革に助力を与へ露西亜をし
て妨害を加へざらしめんの策を執るに勉められんことを望む」と講演を結んだ。 
 この根津院長の来徳の後、徳島県では東亜同文書院県費派遣留学制度の制定に向けて、
本格的に動き始めた。12 月 15 日の記事によれば、県費留学生派遣の為の予算編成も始まり、
予定では明治 34 年度の追加予算、並びに翌 35 年度の予算にも計上されることとなった【史
料 7】。翌、明治 35 年（1903 年）2 月 6 日には県令 7 号として 13 条からなる「東亜同文書院
留学生規則」が公布され、派遣学生の募集が始まった。第 1 条応募資格、第 2 条給付金、第
3 条選抜方法というように詳細が定められ、併せて「願書」「誓約書」「到着届書」「留学始
末書」の各様式が末尾に掲載された（6）。この規則の公布された 2 月 6 日の『徳島毎日新聞』
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の記事は受験資格についての注意を次のように伝えている。2 月 6 日の規則の公布により、
採用試験の実施が近日中に見込まれるが、本年 3 月に卒業予定の学生（中学 5 年生、16～17
歳）にも受験資格があるということが改めて確認された【史料 8】。なお留学生の派遣は 4
月であるため選抜は速やかに行わねばならない。2 月 14 日の記事は試験が今月、つまり 2
月中に実施されるかもしれないという非常に慌ただしい日程で行われると報じた【史料 9】。
その 1 週間後、2 月 21 日の記事【史料 10】と翌 22 日の記事【史料 11】によれば、この段階
でようやく願書締切が 2 月末日、選抜試験実施が 3 月 5 日に決したことが判明する。いずれ
にせよ要項の公表から出願締切までが 2 週間もなかった。受験生は 2 月 6 日公布の上記規
定に基づき必要書類を提出するよう要求された。 
 この過密な日程故か、県民の反応は芳しくない。願書提出締切前日の段階で、募集 2 名に
対して志望者は 6 名に過ぎなかった。試験問題出題者も 2 月末に徳島、富岡、脇町の各中





 試験は予定通り 3 月 5 日に実施され、3 月 17、18 日頃に合否の発表を行うと伝えられたが
【史料 14】、この見込みからはやや遅れ、合否は 3 月 27 日に公表された。板野郡出身の小












をまとめる。前者の資料には明治 35 年（1902 年）入学・明治 38 年（1905 年）卒業から明









第 2 期 1905 年卒 
 小路眞平 東京株式会社九江出張所 『大学史』によれば天津中和洋行から大倉商事 
 鎌田芳雄   三井物産上海支店 『大学史』によれば芝罘支店 
第 3 期 1906 年卒 
 後藤田富賀美 日清汽船上海支店 『大学史』は“後藤”と誤記 日本棉花 
 三木甚平   上海旭商会    『大学史』によれば母校の助教授 
第 4 期 1907 年卒 
 内田茂二   支那事情研究 『大学史』では北支那毎日新聞 広中一成の研究（後述） 
 荒岡 清   天津東華公司 
第 5 期 1908 年卒 
 飯田重太郎  湯浅洋行  ／  谷 清   南満洲鉄道株式会社  
第 6 期 1909 年卒 
 富永実夫   二六新報社 
粟田 実   義州府庁 朝鮮総督府通訳生 
第 7 期 1910 年卒 長谷 董  漢口居留民団事務所 
第 8 期 1911 年卒 谷 幾郎  三井物産会社 満洲公主嶺 
第 9 期 1912 年卒 仁木孝一  太秦商会 上海 ／ 岩城愛輔   上海商務官庁 
第 10 期 1913 年卒 
 正木頼一   上海日清洋行 
 増谷太一   日清汽船鎮江 『大学史』では後に福和公司社長、上海で義泰洋行自営
を経て、戦後は日本生命 
第 11 期 1914 年卒 辻善三郎 不明 ／ 勝浦文昌   九江伊藤商行にて補習科研究 
第 12 期 1915 年卒 福島喜一  『大学史』によれば三井を経て九大入学、判事となり満洲
国で高級裁判官、後、弁護士、戦後は徳島で市議会議長 
 
 1913 年入学の第 13 期以降については『教育史』には記載がない為、以降の記事は『大学
史』による。 
 
第 13 期 1916 年卒 中山二郎  京大法学部、弁護士をへて同文書院教授 
第 14 期 1917 年卒 
 木内 一   三井から大同コンクリート 
元木文人   大阪井上商事 
第 15 期 1918 年卒 
 河野和一   伊藤忠、後、福岡に材木商「南洋商会」 
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 雑賀広克   三井銀行から帝国銀行、戦後 福徳相互銀行 
 岡田進一良  台湾総督府専売局、戦後、画報日本社 
第 16 期 1919 年卒 田上武雄  戦後、張家口付近で行方不明 
第 17 期 1920 年卒 
 熊野正平  書院教授。戦後一橋大学、二松学舎『熊野中国語大辞典』を編纂 
 広岡 謙   又一の取締役 
 瀬部伊三郎  岩井産業 後、日中貿易の開拓に当たる 
 片山頼三   徳島鉄工所会長、徳島市議会議長、商工会議所会頭 
第 18 期 1921 年卒 
 田村省七   日本紙業。戦後、京都伊藤紙工常務 
 梅林寒月   日清汽船、最終職は東亜海運漢口支店 
第 19 期 1922 年卒 
 久米幸延   台湾専売局、戦後は大和樟脳社長 
 恵美芳一   日本棉花から日綿実業、日本木材輸入協会大阪支部 
第 20 期 1923 年卒 小川理  横浜ゴム ／ 中山進  満鉄派遣生。会計検査院に転出 
 
 以下、第 21 期より書院は 4 年制に改組された。 
 
 第 21 期 1925 年卒 
 第 22 期 1926 年卒 
 第 23 期 1927 年卒 大久保巌 
 第 24 期 1928 年卒 木村仁郎  田附商店、三井生命を経て渡満。戦後、大興商会 
 第 25 期 1929 年卒 
 第 26 期 1930 年卒 
尾崎庄太郎  満鉄北支経済調査所 戦後中国研究所理事 
  遠藤章三郎  鐘紡、外務省通商局、國學院、東洋大学講師 
 第 27 期 1931 年卒 加藤隆徳  日紡 青島工場 
 第 28 期 1932 年卒 
 第 29 期 1933 年卒 桜川影雄  京大を経て同文書院教授に就任 
 第 30 期 1934 年卒 
 第 31 期 1935 年卒 大石明信  住友商事 ／ 中山昌生  東棉 
 第 32 期 1936 年卒 岩佐元明  三井物産 
 第 33 期 1937 年卒 筒井 司  東棉 
 第 34 期 1938 年卒 
長島竜之助  徳島 43 連隊、ビルマ戦線へ 
橘 清志   毎日新聞北京支局 
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 第 35 期 1939 年卒 
砂川健治   伊藤忠から台湾軍。南方へ出征。戦後、徳島相互銀行、昭和 46 年社長 
 第 36 期 1940 年卒 
坂東 薫   大一建設社長 
岡 正住   通産省から日本貿易会理事 
増田末一   貿易商 
 第 37 期 1941 年卒  
平田 剛   満洲炭鉱、シベリア抑留を経て、戦後、徳島市役所 
  斎藤信幸   東辺道開発、抑留生活を経て、戦後、神戸製鋼 











a 第 17 期 熊野正平 
 熊野は明治 31 年（1898 年）富岡町に生まれた。大正 6 年（1917 年）旧制富岡中学校を卒
業後、東亜同文書院に入学し、卒業後はいったん就職してから大正 11 年（1922 年）に同文
書院の助教授に迎えられた。昭和 17 年（1942 年）に帰国し、東京商科大学専門部教授とな
った。戦後、同校は一橋大学に改組、同時に社会学部の中国社会論の教授となった。昭和









b 第 26 期 尾崎庄太郎 
 彼は詳細な自伝を残している。尾崎庄太郎『われ、一粒の麦となりて』桐原書店、2007
年によれば、尾崎は明治 39 年（1906 年）板東村に生まれ、人より 2 年遅れて旧制撫養中学
（1906 年設立、現、鳴門高校）に進学した。その後東亜同文書院に学ぶが、在学中に見た
中国の現状は彼を左翼運動へと向かわせることとなる。卒業後、徳島の知人の紹介で就職
するも、プロレタリア科学研究所での活動に従事し、昭和 7 年（1932 年）に検挙投獄され
た。昭和 10 年（1935 年）出獄後上海へ渡り、満鉄調査部などに勤務、調査研究活動に従事





中国に興味を覚えた契機が述べられている。中学 4 年生の終わりか 5 年の初めに学校側か
ら東亜同文書院の受験を勧められ、大正 14 年（1925 年）12 月に東亜同文書院の受験を決意、

































































京都（廿二日） 大津（廿三日） 奈良（廿四日） 三重（廿五日廿六日） 和歌山（廿
七日廿八日） 徳島（廿九日） 香川（卅日卅一日） 岡山（十一月一日二日） 広島（三
日四日） 愛媛（五日六日） 山口（七日八日） 鹿児島（十二日十三日） 熊本（十四
日十五日） 長崎（十六日十七日） 佐賀（十八日十九日） 福岡（二十日廿一日） 大
分（廿二日廿三日） 萩（廿四日廿五日） 松江（廿六日廿七日） 鳥取（廿九日三十日）
高知（十二月三日四日） 

























































































































英  語 徳島中学校教諭 田村喜作 
国語漢文 富岡中学校教諭 渡邊恕之允 
歴史地理 脇町中学校教諭 天海隆 


























「東亜同文書院留学生発表」『徳島毎日新聞』明治 35 年（1902 年）3 月 28 日 
 
   










（5）徳島県教育会『徳島県教育沿革史』徳島県教育会、1920 年、1324-1326 頁。 
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（9）80 年史編纂委員会編『徳島銀行八十年史』徳島銀行、1998 年。 
（10）砂川健治「シルクロード紀行」『徳島の文化』6、1988 年。この他、砂川は同誌の 1 号、1982 年と 4
号、1984 年に巻頭言を著している。 
（11）荒武達朗「明治末年徳島県における台湾移民の送出：北海道、朝鮮そして台湾」『文明 21』38，2017
年、後に塩山正純『20 世紀前半の台湾：植民地政策の動態と知識青年のまなざし』あるむ、2019 年に収録。 
